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中小企業に於けるＡＩ 
～中小企業の働き方改革へのＡＩの活用～ 
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序 

 

ここ数年、囲碁 AI（人工知能）のすさまじい進化も相まって、一般の方々の認識も

「昨今の AI の進化は目覚ましいものがある…。」と云うところに落ち着いているよう

に見受けられる。 

大手企業や IT ベンチャー企業では AI の導入・活用が進められている一方で、一

部の中小企業においても営業力の強化や管理業務工数の低減など、既に AI の活用に

よる成果が見られている。 

今年度の研究テーマは、AI の概要を理解し、中小企業での活用事例等をふまえ、特

に「中小企業の働き方改革への AI の活用」を推進すべく、IT コーディネータとして

AI の活用を中小企業の経営改善のヒントとして頂けるよう纏めることに主眼を置き、

論述させて頂く事とする。 
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１．はじめに 

米グーグルの囲碁 AI「アルファ碁」が人類最強棋士に勝利して、私たちを驚かせ

てから半年後、さらに人間のデータを学習に使わない「アルファ碁ゼロ」と、碁以

外にも汎用化した「アルファゼロ」が発表され、AI は急速に進化していく状況で、

今や第３次 AI ブームの真っ直中といえる。 

更に今回のブームは、どうやら今まで繰り返されてきた「ブームと冬の時代が交

互に訪れる」と云う形を脱却し、条件が整ったために飛躍的に伸びて行くように思

われる。 

 

 

 この現在まで続いている第３次 AI（人工知能）ブームは、2000 年代からまず、「ビッ

グデータ」と呼ばれている大量のデータを用いることで AI 自身が知識を獲得する「機

械学習」が実用化された。 

次いで知識を定義する要素（特徴量）を AI が自ら習得するディープラーニング（深

層学習）が登場したことが、ブームの背景にある。 

過去 2回のブームにおいては、AI の実現できる技術的な限界よりも、社会が AI に対

して期待する水準が上回っており、その乖離が明らかになることでブームが終わったと

評価されるのであるが、現在の第３次ブームにおいては AI の技術開発や実用化が最も

成功した場合に到達できる潜在的な可能性と、実現することが確実に可能と見込まれる

領域との隔たりが極めて少なく、例えばディープラーニングによる技術革新はすでに起

きており、実際の商品・サービスとして社会に浸透するための実用化に向けての開発が

進み、且つ社会環境の整備という取組が進み、実用化のための地道な取組が盛んになっ
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ている。その結果 AI が社会にもたらすインパクトも大きくなり、その潜在的な可能性

と実現性の隔たりも解消されて来つつある段階と言えよう。 

この先 AI を中心とする IT の進化は、これまでのいわゆる IT 化で起こってきた「定

型的業務を代替するが、非定型業務や手仕事業務は代替してこなかった。」という状況

とは違い、非定型的な知的業務や複雑な手仕事業務においても将来的には代替が及ぶも

のと見られる。 

AI は技術水準が向上しつつあるのみならず、既に様々な商品・サービスに組み込ま

れて利活用がはじまっている。 身近なところでは、インターネットの検索エンジンや

スマートフォンの音声応答アプリケーションである米 Apple の「Siri」、Google の音声

検索や音声入力機能、各社の掃除ロボットなどが例として挙げられる。 

また、ソフトバンクロボティクスの人型ロボット「Pepper（ペッパー）」のように、

AI を搭載した人型ロボットも実用化されている。 

次章以降で詳しく述べることになるが、AI が実際のサービスにおいて果たす機能と

しては、「識別」「予測」「実行」という大きく 3 種類があるとされる。 

そしてそれぞれの機能を利活用する場面は、製造や運送といったあらゆる産業分野に

及びうると考えられている。 

ディープラーニングを中心とした AI は、今後、識別・予測の精度が向上することに

よって適用分野が広がり、かつ、複数の技術を結合することで、実用化に求められる機

能が充足されるといった発展が見込まれている。 

 現時点でのAIは「どのような分野でどのように使用するか、あるいは使用しないか 

は、あくまでも人間が設定するものである」という段階であり、どのような分野にどの

ように活用していくかを幅広く検討、研究されているところと思われる。 

大企業をはじめ中堅中小企業に至るまで、AIの活用領域は急激に広がりを見せている

と言えよう。 
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２．AIの現状で確認されている経営上の効果とは何か 

 

先日電車に乗った際以下の様な AI を活用した予備校の広告が目に留まった。 

 
 

前章でAIの活用領域が急激に広がりを見せていると述べたが、現実には広告にAIとい

う用語が何気なく使われる様になっており、コモディティ化が急速に進行していると思

われる。 

昨年（2018年8月）にガートナーが「先進テクノロジのハイプ・サイクル」を発表し 

 人とマシンの境界を曖昧にする5つの先進テクノロジ・トレンドの１つとして「AIの民

主化」を上げている。  

“AIテクノロジは今後10年間で、ほぼどこにでも存在するようになるでしょう。AI

テクノロジを早期に採用した企業は、新たな状況に適応し、未知の問題を解消できるよ

うになります。また、AIテクノロジが一般に利用されるようになり、「AIの民主化」が
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起こります。クラウド・コンピューティングや「作り手」のコミュニティ、オープンソ

ースといった動向やトレンドが発展し、最終的にAIは誰もが使えるものになるでしょ

う。” 

  と予測しているが、半年たった今、世の中を見回すとAI（あるいはAIもどき）の活

用がさらに加速している様に思われる。 

 上記の予備校も業界13位(2017年度売上)であり、EdTechベンチャーatama plusの開発

したAI教材(atama+）をプロの予備校講師と掛け合わせた個別指導、指導ノウハウで、

教育改革に伴って多様化する進路選択・入試制度にも完全対応するのが売りになってい

る。 

 atama plus代表取締役の稲田大輔氏によると 「様々な国の教育を見てきたが、世界

は変わっているのに日本はそのまま。先生が黒板の前で一方通行で全員に同じ授業をし

ている。150年前と変わらないやり方ではこれからの社会で活躍する人材は作れない」 

“タブレットの中にAIの先生がいて、生徒の習熟度や学習履歴、解答にどれくらい時

間がかかりどんな時に集中あるいは忘れるかなど、取得したデータを集計しながら個々

に最適な教材を作る。つまり、教育をパーソナライズする。 

 atama＋は、先生の役割も変える。今まで先生は、知識を教える「ティーチング」

と、叱咤激励する「コーチング」の両方を担っていた。これをAIがティーチング、先生

はコーチングと役割分担する。教室で一人ひとりにAIの先生がつき、個々の強いところ

弱いところを見極めて個別学習させ、人間の先生は勉強の仕方を見るようにする。目指

すところは、「AIと人のベストミックス」による教育だ。“ 

また、顧客ターゲットも一番効果が大きい学習塾としており、塾のペインポイントで

ある講師不足、個別指導が主流になっていることもあり、特に地方ほど、アルバイトの

大学生の数も限れているので、ビジネスとして順調に推移しているとのこと。 

  

 こういった既存のビジネスを変えようとしている「ディスラプター」としてのAIは、

ビジネスの一部で行われているのではなく、サラリーマン川柳で 

   「この先は AI 上司に査定され」 

   「ライバルが去って AI 現る」  

   「AI も 太刀打ちできぬ 妻の勘」 

 と読まれる様に日常生活に溶け込んでより日常的なものになってきている様に思わ

れる。 
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2-1．中小企業が経営でAIを活用することを想定される分野 

 

 前章でも述べた様に AI が、実際のサービスにおいて果たす機能として以下の様に「識

別」「予測」「実行」の大きく３種類があるとされている。 

 

 

  出典：総務省「ICT の進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究」（平成

28 年） 

   

 これらの機能実現可能にする AI ツールの機能（利用シーン）については次章以降で

述べることとし、ここでは現在実用段階から研究段階のものも含めた AI によりどのよ

うなことが可能となり、国民生活がどの様に変わってゆくかという AI の利活用のイメ

ージを纏めてみた。 

 基本的な考え方として、社会インフラとして AI が整備されたなかで、中小企業は自

社の経営に AI をどう利活用してゆくべきなのか、ICT はなにをすべきかについて述べ

る。 

 もちろん単独で AI の導入から活用まで出来るのがベストだと思うが、IT の利活用度

同様に、ITCも含めた外部のリソースを上手く使うことが今後重要になるかと思われる。 

 次頁に人口知能（AI)の主な利活用分野について想定される今後１０年の将来像も含

め纏めてみた。これらはどちらかというと社会的問題の解決という要素が強い様に思わ

れるので、次は、中小企業にとって IT 同様直近の問題になるであろう、ビジネス分野

について述べる。 
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  出典：総務省「次世代人口知能推進戦略」 
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2-2．中小企業におけるAIの経営上の予想される効果とは何か 

 前項で述べた様に「AI の民主化」＝コモディティ化は思った以上に進んでいるが、

まだまだ「自分たちの仕事にどう結び付けるのか（つくのか）分からない」、「自分たち

の所にくるのはまだまだ先の話ではないか」、「自分たちの仕事や環境はあまりかわらな

いのではないか」と中小企業の(特に)現場では思っているのではないだろうか。 

 但し、既存のクラウドサービスへの AI の導入（機能追加）や取引先での AI の導入等

で自社を取り巻く環境が劇的に変わってきているもしくは近々そうなることを想定し、

何らかの対応をとることが必要と思われる。 

 人工知能（AI）によるビジネス分野での効果として 

① バックオフィス業務の軽減 

② 営業活動の強化 

③ 生産性の向上 

等が想定される。 

 まず、バックオフィス業務の軽減については、人工知能(AI)というよりも人口知能

（AI）を活用しているクラウドサービスと従来のクラウドサービスを混在して利用する

ことが現実的な利用方法であると思われる。 

対象業務としては、会計・経理サービス・請求書発行サービス・決済代行・給与計算・

経費計算・勤怠管理・人材管理・採用管理等が考えられる。また RPA と AI を組み合わ

せてこれらのクラウドサービスを効率的に運用することも可能である。 

 こういった施策をとることにより、人手不足への対応やコスト削減可能と思われる。 

 次に営業活動の強化については、AI を使った営業支援システムを活用することによ

り、営業新規顧客の開拓についてもこれまで個人の経験値に依存していたところが標準

化され AI のアドバイスに従って行動すれば良いようになり、営業チーム全体の底上げ

とともに、少ない人数で今までと同等の売り上げをあげることが可能になると思われる。  

営業現場に AI が導入されると、情報分析を自然に行い、重要なタイミングでしっか

りと商品を提案できるので、無駄な動きが少なくなり、結果的に標準化された営業活動

をするようになると思われる。またマーケティングについては劇的に変わると思われる。 

 SNS やチャットボット等の活用も考えられるが、amazon で行われている様な購入実績

や検索結果から商品の提案をタイムリーに行っている様に、顧客の満足度を高める様な

“おもてなし”や新製品に対する顧客の評価やニーズを細かくシュミレーションするこ

とにより、より具体的な販売戦略・品切れしない生産計画を立てられる様になると思わ

れる。 

 最後に製品開発の効率化・生産性向上についてだが、これも人口知能（AI）単体でど

うこうしようというよりも、AI（＋ITC）も含めた ICT の利活用を考えてゆく必要があ

ると思われる。 

 経営課題としてまず上げられるのが「高コスト構造」であり、業種や業務の性質上、
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人手に依存する等で労働集約的であったり、大規模な開発を要したりする場合などでは、

人件費や調整費が膨らむことで、構造上、業務が高コスト化してしまう。このような経

営課題に対する AI（ICT）による課題解決策の例としては、業務の省力化や業務プロセ

スの効率化による労働投入量の効率化を図ることが考えられる。 

 次の経営課題として労働人口減少による「人材不足」が考えられる。人員数（労働の

量）を確保できない、また各業種や業務に必要な人材（労働の質）を確保できないとの

両面を有する。こうした人材不足により、売上の規模や収益性を維持できなくなるなど、

企業としての持続性が失われてしまう。この課題に対する、AI（＋ITC）も含めたＩＣ

Ｔによる解決策としては「業務の省力化」、「業務プロセスの効率化」が考えられる。ま

た、労働投入を増やす観点というから、ICT を通じた「労働参加の促進」が考えられる。 
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３.AIの利用シーン 

この第３章では、中小企業にとっての AI 活用する上での基本的な考え方と、利用さ

れているビジネスシーンをいくつか例示したい。 

 

3.1 中小企業における AI 活用の基本的考え方 

中小企業にとっての AI 活用は、自社業務でどのようなことに役立てたいかという

利用シーンを想定できることが重要となる。 

しかしながら、独自のアイデアを実装する場合には、事前に AI に関する特許申請

等を広範囲に調査するなどで権利侵害とならないようにするなどが必要となるが、

それを自ら実施することは作業量等も含めて考えると現実的ではない。 

そのため、ITC は対象企業の業務を分析し、その中から AI を利用することでメリ

ットが得られる適用領域を見つけ出す手助けを行うとともに、具体的なツールの利

用方法についてのアドバイスを行うことが必要となる（ツール類は別紙７参照）。 

実際のツール利用にあたっては、各社から既に提供されているツールを利用し、

そこに自社の持つデータを登録・蓄積していくなどにより、自社業務の効率化や、

これまでやりたくても容易にはできなかったことに応用できるかを検討していくこ

とが現実的な導入ステップとなる。 
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3.2 想定される利用シーン 

ツールの利用シーンとして、入力データとしてカメラ画像を活用したものや、音

声を活用したものが考えられる。これらからシーンから、働き方改革に結び付けら

れる糸口を探していただきたい。 

以下に利用シーンの例を示す。 

 

3.2.１ カメラ画像を活用した利用シーン 

１）顔や人物識別による利用 

① 来店客の客層分析 

・来店客全体の特徴抽出 

（例）大規模商業施設のエリア別客層やレジャー施設等の客層を分析し、ターゲッ 

ト層と来客実態が合っているか等効果測定や企画立案に活用 

② 来店者識別 

・個別人物の特徴抽出、特定 

（例）小売り店舗来店者の年齢・性別・新規/リピータ、表情（気分）、来店時間帯、 

同行来店人数、客数、等を把握し、マーケティングに活用 

VIP 客来店の把握による速やか、かつ来店履歴把握による充実した対応を 

実現 

新規来店客/リピータの判別による適切な応対の実施 

要警戒人物（行動不審者）の把握、犯罪者抽出 

③ 人の行動分析 

・特定人物の行動軌跡を分析 

（例）食品製造工場での作業員異常行動検出による異物混入等の検出 

同一場所への滞留、往復行動等の異常行動者の検出による事故や犯罪の未然防

止。 

複数個所の画像による同一人物の行動軌跡検出による追跡。 

高齢者見守りによる異常発生の検出。 

 

２）人やモノの状態監視・識別への利用 

① 人の状態監視 

・混雑状況や待ち人数等を検出 

（例）商業施設等での人だかりの偏りを把握し、混雑による事故を防止 

レジ等の行列への速やかな対応 
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② モノの状態監視 

・普段と違う状態の検出（危険物の放置や備品盗難等の防止） 

（例）置きっぱなしのカバンの抽出、消化器等のビル備品紛失の検出 

・画像を基にした製品品質（不良等）の判別や検品（人の目で実施していたことの 

代替） 

（例）焼き物の出来具合、製品塗装状態の良否、果物の外観による等級分けなど 

作物の成長状況等からの収穫時期、収穫量予測 

魚の稚魚の成育状況別の仕分け 

・対象物の識別 

（例）商品種類と個数の識別による自動レジ化（人の手作業の代替） 

料理等を作るときの食材の状態（大きさや色、粘度等）を判断し、必要な 

ガイダンス・質疑応答を行う 

③ 設備状態監視 

・設備の正常稼働状況判定 

（例）設備の稼働中映像等からの故障予兆の把握（監視作業の代替：製造ラインの 

相対速度のズレや滞留、設備の稼働範囲変化など） 

生産設備のセンサーデータや稼働状況ログ分析によるトラブル予兆の把握 

 

3.2.2 音声認識を活用したシーン 

１）キーワード等の認識・抽出 

・キーワード等をもとに、大量の情報から必要な情報を絞り込み 

（例）コールセンタ等での質問への回答ガイダンス 

音声によるあいまいな問いかけに対する回答、選択肢の提示 

２）音声分析 

・音声のトーンなどを分析し、音声を発している相手の気分や感情の状況を把握 

（例）コールセンタ等で相手の状況を把握し、適切な応対が行えるようにする 

３）意味分析 

・会話を分析し、意味を抽出 

（例）会話内容を把握し、指示されたオペレーションを実行 

会話内容を把握し、次に行うオペレーションの選択肢を提示 
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４． 中小企業にとってのＡＩと働き方改革への活用 

この第４章では、AIを利用するにあたって、具体的な利用シーンとして働き方改

革に注目し、その対応への応用、更には戦略的利用への適用について言及してみる。 

 

4-１．中小企業にとっての働き方改革は 

働き方改革とは一般的には、「長時間労働を減らすことと同時に労働生産性や

仕事への満足度も上げること」と言われている。なぜこれが今クローズアップを

浴びなければいけないのか。それは、１人の従業員がこなさなければならない業

務量が増加しているからである。 

働き方改革と呼ばれているものには２つ側面がある。一つは過労の問題点で、

高度な業務などを行う労働者、つまり仕事が集中しやすい労働者には、裁量労働

により時間調整しながら効果的な労働を行えるような環境を整える事である。も

う一つは底辺を支えるルーチンワーク労働力の問題で、そのような業務を行う労

働者の確保をする。それに従って従業員のルーチンワークへの業務量を減らし、

もう少し生産的な業務に振り向けて、全体としての効果的な人手不足を解消する

様な解決策を提供することである。 

かなり以前から報道されている通り、日本は少子高齢化に直面していて、成人

人口はかつての１７０万人台から１００万人を切ろうとしている。その一方で、

高学歴化も定着していて、大学・短大進学率は５７％台に達している。かつて、

金の卵と言われた中学卒業生の就職数はほとんどない状況で、それらの労働力を

海外、特に中国に求めたが、多くの問題を抱え、戦略の見直しを余儀なくされて

いる。国内の労働力が足りないのである。特に、第一次産業や製造業では深刻で

ある。また業務改革を推進するようなスキルの高い人材も、中小企業では望んで

もなかなか獲得できない。日本の産業衰退が懸念される事態と直面していると言

われている。 

総務省では「ＩＣＴによるイノベーションと新たなエコノミー形成に関する調査

研究」の中で、ＩＣＴ技術の導入により、自動化できる作業は自動化し、人手不足の

解消に努める事が重要であるという趣旨のことを述べている。 

一部は、人手不足に関して、外国人労働者の就業ルール改正に基づく規制緩和

で対応するような法的措置が図られているが、全ての産業で可能となるわけでは

ない。 

もし、ＩｏＴやＡＩを活用して作業の合理化が図れるのであれば、今までその

作業に携わっていた人員を他の仕事の強化に結び付けることができる。経営者の

関心事はこの点にあると考えられる。 
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4-２．ＡＩを利用することの意味 

ＡＩを利用するのは何のためか。それは「学習行為により、渾沌とした情報か

ら意味（ルール）を取り出して活用する」ことにある。 

渾沌（カオス）状態から法則を見つけ出し活用する、その方法論の一つは従来

から存在する。それは「統計学」である。統計学は既にＰＯＳデータの解析など

を通じて、大量データから経営判断に役立つ分析結果を多く提供して成果を上げ

ている。 

それらのことと、今回ブームになっているＡＩは何が異なるのであるか。多く

の経営者はその点で疑問に思い、疑心暗鬼にとらわれているのではないだろうか。 

一方、前節で述べた様に経営者の心配をよそに、総務省ではＡＩやＩｏＴを業

務に取り入れることにより、「働き方改革」や「人手不足への対応」に結び付けた

いと考え、その考え方や方策を公表している。 

ＡＩを安価にしかも広範囲に利用できれば（コモディティ化）、業務の合理化

や、埋もれていた情報から新しいルールを発見して、企業の業績向上に貢献でき

ることが期待されている。 

この項では、ＡＩの機能を整理し、適用業務分野や適用方法の入り口を紹介し、

考え方と導入手順について言及し、更に、大手企業に負けない戦略的取り組みの

考え方を紹介したい。 

 

4-3．まず中小企業で埋もれている情報を貢献データに変換することへの価値 

ＡＩなどのツールを利用して企業の改善を図ることの本質は、カオスの状態か

ら知識やルールを発見し、新しいビジネスの展開で合理化や他社への差別化を図

ることである。つまり、いわゆる「見える化」を行い、問題点を発見し、経営者

の意思決定に繋がるようにすることが重要なポイントである。 

中小企業が大量に情報を抱えているにもかかわらず、渾沌（カオス）のまま放

置されているのは、 

①  忙しすぎて分析などには手が回らない。 

②  どの様にしたらカオスの中から知識やルールを取り出すかの技術が無い 

の２つが大きな足かせとなっている。 

エキスパートシステム等の従来型のＡＩと違い、最近話題になっているディー

プラーニング（深層学習）は利用者が教師の役割を果たしたり、コンサルタント

がアドバイスしなくとも自らが学習し、その要点（特徴量という）を見つけ出し

てくれるという点にある。「自習ソフト」こそが本質であり、だからこそ、その

応用に期待が持てるのである。 

では、どの様な企業情報に対してＡＩを使用していくのであろうか。 

中小企業が所有している企業情報にどんなものがあるか列挙してみる（主に製
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造業を想定している）。 

１．基幹となるデータ（会計データ、取引データ、在庫データ、顧客データ） 

２．種々の伝票類 

３．製品に関する記録（規格、データフロー、生産記録、不良品記録） 

４．営業記録（売上げ記録、営業レポート、クレーム、市場調査） 

５．設備に関する記録 

６．各種業務依頼書、業務報告書 

７．計画書、稟議書、契約書 

８．従業員の記録 

このうち、基幹系や製品の品質に関する記録は数量化して解析できる。小規模

であればＥｘｃｅｌ等を使って解析を行い、データ量が多ければＢＩ（ビジネス

インテリジェンス）ツールを利用すれば、経営に寄与する分析とレポート作成が

できるはずである。この分野は大量データがあっても、機械学習により統計的手

法で解析でき、埋もれているルールを発見できる可能性があるのである。 

中小企業に声を大にしてＢＩツールの利用を訴えないのには理由がある。それ

はＢＩツールの利用上の問題がコストであるという点である。大容量のデータを

保持する企業にとってこそ、その価値を発揮できることを前提にして作られてい

る。コスト的見通しがあるのであれば、ルール発見により業務の進め方の改善が

期待できる。 

それ以外の多くの文字で記録された文書類は数量化が出来ず、使用済みの場合

は倉庫に眠っているはずである。この眠っている文書類がＡＩディープラーニン

グ（深層学習）の処理の対象であり、注目すべき点である。 

ＢＩが担当すべき範囲とＡＩが担当すべき範囲を以下に例示する（図４－１）。 
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自社データを分析してどうなるかという点であるが、次のような事例がある。 

◇一般的な製造業の例 

社内にいろいろデータが蓄積されていたが、忙しくて手を付ける事が出来ず

に放置されていた。 

蓄積されていた伝票類をＡＩで処理したところ、不良取引先を摘発すること

ができ、その会社との取引を停止することにより、利益向上に貢献するこ

とができた。 

中小企業のＡＩを活用にあたっては、ここから始めなければならないなどとい

うものは存在しない。つまり、どこから始めても良いのである。自社に必要な分

析を行って、まず小さく試行してみて、他の分野に展開を図って良いのである。 

 

4-4．ディープラーニング（深層学習）が担当すべき業務分野 

次に、最新のＡＩ技術であるディープラーニングが得意としている処理機能を

以下に示す。 

１．画像から特徴を抽出する画像解析 

２．翻訳や校正、要約などの自然言語解析 

３．音声を文字化する音声解析 

４．過去のデータから将来の値を提示 

５．クラス分類１（データを指定した項目に分類） 
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６．クラス分類２（データから特徴量を抽出し分類） 

７．複雑なデータから判断しやすいように要約して表示 

８．過去の検索や購入パターンから要望しやすいものをレコメンド 

一部、機械学習をセットにしたＢＩツールなどでも可能であるが、前半の１～

３の部分はディープラーニングが高精度の成果を出せる分野である。事例もたく

さん報告されている。従って、中小企業にとって何が良く中小企業に効果をもた

らすかを研究し、積極的に利用すべきである。 

念のため、最近広く利用されているＩＴ関連ツールを図４－２に示す。 

 

ディープラーニングにより成果を上げた次のような例が報告されている。 

・顔認識：これにより防犯カメラなどから、特定の人間の行動を割り出すこ

とができるようになりました。社員の顔認識、出入りする人の顔認識など、

応用は無限に広がっています。 

・形状認識：農園で、野菜についた昆虫（害虫）を発見する、野菜類の形状

不良（虫食い）等を発見する、製品の品質検査のうち、見て判断するものを

写真で形状不良の判断をする、等の応用例が報告され、今後とも応用が一番

広がることが期待される機能です。 

過去に蓄積した内部データをＢＩツールやＡＩツールで解析することにより、

中小企業でも問題点改善や他社への差別化要素を見つけ出すことが可能となるの

である。 
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4-5．ＡＩ導入業務分野 

すでにＡＩの利用業務分野については、多くの報告が存在する。本項目では詳

細な利用例を例示するのではなく、それらについては各分野における利用事例を

参照していただきたい。 

筆者が考えるＡＩ機能から見た業務分野と処理を以下に示す（図４－３）。 

 

◇画像処理 

ＡＩを利用した画像解析技術は目を見張るものがあるが、その多くは「識

別」と「解釈」から成り立っている。 

例えば、じゃんけんアプリの場合は、 

１）画像から「手」を識別（切り出し）。 

２）相手の表示(グー・チョキ・パー)を識別。 

３） 自分の手(グー・チョキ・パー)を表示。 

の手順で処理されている（出典：ＮＨＫ「人間って何だ」）。 

Googleの顔識別ＡＩやランドマーク識別ＡＩなどは、既に誰でも利用で

きる。画像識別ＡＩは多くの分野での利用が期待される分野である。 

では、実際にどの様な利用の仕方があるのだろうか。 

・ 自動運転の画像処理（すでに多くの事例がある）。撮影された画像か

ら、道路・建物・電柱・人物・樹木などを識別する。 
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・ 画像撮影で外観判断できるものへの応用。例えば、外観で可否が判断

できるもの、果物の大きさ・形状の判定、卵の大きさ判定、ボトル類

の濁り検出、製品の傷や変色等の品質試験などの検査分野への応用。 

・ 病院内におけるレントゲン写真、眼底写真、ＭＲＩ画像、超音波画像、

ファイバースコープによる撮影画像などを学習させることにより、健

常状態と疾患の判別による病気の診断などは既に広く応用されてい

る。 

・ 画像を使った新人への教育手段としての利用。すでにＩＢＭ社のＡＩ

サービスであるWatsonを利用した医学研修生への教育は有名になり

つつある。 

◇音声処理 

音声による指示、メモ用紙の代わりのメモ作成・文書作成による生産性

向上などが期待される。両手で作業しながら文書作成など、現状をすぐに文

字に落とし込むことにより、後で記録するタイミングでの誤り防止に貢献で

きる（ボイスレコーダーの代替で、航空機以外への応用）。 

外国語への翻訳は既に広く利用されている。 

◇数値以外の文字や音声などのデータマイニング 

この分野は、スキルの高い人だけが処理可能であったが、ディープラー

ニングを使うことで、高いスキルの人間と類似の成果が期待できる。 

・大量の文書から重要なポイントを要約（サマライズ）するのはかなり

高いスキルが必要である。これを、ＡＩを使ってサマライズすることに

より、生産性を高める。 

・契約書を大量に学習させ、自社に有利な契約書のひな型を作製して利

用する。 

・経費伝票をマイニングし、無駄な出費を摘発して経費削減を図る。 

・過去の報告書などから、バックオフィスのＱ＆Ａ支援システムに結び

付ける。 

・クレジットや融資の信販に於いて、申込者の属性からその危険性を分

類し、善良な契約者と事故を起こしやすい契約者の識別を行うことで、

損害を最小限に止める。 

・工場における生産ライン調整の最適割り付け。生産ラインが複数あっ

て、多品種少量生産をしている場合、ベテランがそのラインの生産品調

整を行うが、ＡＩに置き換えて、最適割り付けを行う。 

・サプライチェーン全体への最適化。ＡＩを利用し、ボトルネックの解

消に努める。 

ディープラーニングを利用した業務改善には決まった方法が無く、アイデア次
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第で合理化や他社への差別化要素・方法を創作可能となる。 

 

4-6．中小企業が「学習済みＡＩ」システムを導入するには 

ＡＩ、特にディープラーニングを中小企業が導入するには、自社が取り組みた

いと考えている業務分野の「学習済みＡＩ」が必要になる。「学習済みＡＩ」が

あれば、それを利用して現実の業務に適用して、結果を業務利用すればいいだけ

である。しかし、無ければ自社で用立てする必要がある。 

現実はどうであろうか。自社の業務に関する「学習済みＡＩ」は、果たして存

在するのであろうか。そこが焦点である。そこで、学習済みＡＩについてのいく

つかのケースにおける対応方法を図４－４に示す。 

 

「学習済みＡＩ」は有ればそのまま利用できて便利であるが、無ければ自作せ

ざるを得ない。一般的なＯＡ処理をＡＩ化する様なケースであれば、既存のもの

をそのまま利用すればよいのであるが、自社のノウハウを生かすなどの一般には

無いレアケースであれば、独自に作成しなければならない。 

ＡＩ導入の最大のポイントがここにある。「学習のためのニュースソース」を

どうやって準備するか、である。 

他社に差別化したい分野であれば、後者の様に自社で「学習済みＡＩ」を作成

することになる。これは、結構な負担になる。同業社で同じテーマに関して取り

組みが可能であれば、協働して共通の「学習済みＡＩ」を作成して利用するなど
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の方策がコスト的には望ましいと考える。また、失敗事例の共有などにも有効と

考える。 

 

4-7．ＡＩ導入の手順 

ＡＩはコンピュータプログラムの１種であるので、その導入にあたっては、通

常の業務用アプリケーションの導入と大きく異なる事はない。 

既に導入している先進企業の事例にはどのようなものがあるか、どの様な処理

機能が必要なのか、その管理指標となるＫＰＩ・ＫＧＩはどの様に設定するのか、

ＡＩを利用したどの様な適用方法があるのか、コストバランスはどうなのか、導

入後の稼働負荷はどうなるのか、などを調査し、設計として定義しておく必要が

ある。 

大まかな手順を以下に示す。 

１． 情報収集      （先進事例、経営効果、従業員・顧客の反応） 

２． 先進企業とのベンチマーキング 

３．情報整理とＫＰＩの設定  （経営上の効果、従業員効果、顧客効果） 

４．導入企画       （導入目的、範囲、組織、効果） 

５．設計 

６．制作 

７．運用         （組織化、効果測定） 

一般的なＩＴシステム導入と同様の手順を踏んでＡＩシステムを導入してい

き、経営への貢献度をモニターしていく必要がある。 

 

４-8．経営に生かす自社内資源の分析 

ここからは、もう少し踏み込んだ戦略的取り組み方を考えてみたい。  

経営上のいわゆる「ＡｓＩｓ」から［ＴｏＢｅ］を生み出すための経営分析の

メソドロジーはいくつも公開されて、現実に利用されている。 

・内外の状況分析 ： ＳＷＯＴ分析（強み、弱み、機会、脅威） 

・５フォース分析 ： 既存の競合、新規参入者、売手、買手を多角的に分析 

・ベンチマーキング ： 自社とライバル会社を数百項目にわたって徹底比較 

・連関図法 ： 必要とされる機能を抽象化し、新機能設計に結び付ける 

・ポートフォリオ ： 自社の製品群を市場のライフサイクルに合わせて評価 

ＡＩは市場分析などにも既に応用されているが、今回注目しているのは「企業

の内部に埋もれている資源」を利活用するという点である。 

オハイオ州立大学のジェイ・Ｂ・バーニー教授は内部資源の分析方法としてＶ

ＲＩＯフレームを発表している（2002年）。大まかに表現すると、企業の内部資

源を経済的価値（Ｖ）、希少性（Ｒ）、模倣困難性（Ｉ）、組織（Ｏ）の４つの要因
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から企業の経営資源や能力を分析しようとするものである（図４－５）。 

 
項目を列記しただけでは分かりにくいので、筆者が理解するＶＲＩＯフレーム

を連関図風にまとめてみたものを以下に示す（図４－６）。 
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大まかに表現すると、自社内に市場に適合する資源が無いといけない、無い会

社はそれらを自ら作り出さなければならない、ということが分かる。そして、そ

れらの経済的価値が市場にとって「希少性」があり、たやすく「模倣」されない

ことが必要だと分かる。さらに決定的に必要なのは経営者の理解とそれを実現す

る社内の組織・運用体制の整備が行われていることが必須であるということも理

解できよう。これらの要素の一つでも欠けてしまうと、競争に劣後してしまうこ

とが読み取れる。 

まさに、「ＡＩを経営に活用する」必須要素がこれなのである。 

もう少し理解を深めるために、ＧＥが開発したＰＲＥＤＩＸに当てはめてみよ

う（図４－７）。 

予めお断りをしていくが、ＧＥが実際にこのような考え方で行ったということ

ではなく、結果を当てはめてみたら結果としてこのような事が言えるのではない

かという便宜上の説明である。 

 

しかしながら、エッセンスは十分に伝わってくると思う。ＧＥのエコシステム

（合理的稼働運用）が顧客の利益につながり（市場価値）、未だライバルが少なく

（希少性）、サプライヤーの囲い込みといういわゆるＶＭ（バーチカルマネジメン

ト）を行い（模倣困難）、更にはアイデアの漏洩を防止するためシステムはすべて

内製化を行うという徹底ぶりで、これらを経営者が自ら陣頭指揮をして実現した

のである（組織化）。見事というより他にない。 
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もう一つ、国内の事例を示そう（図４－８）。 

これも、ＩｏＴの事例ではあるが、この会社は27年間に及ぶ顧客先のモニター

データ蓄積をビッグデータ化し、容易にＡＩに移行できることが推察できる。 

 

この三浦工業も当時の社長の決断で、納入した自社ボイラーの稼働監視に関し

て、まだ珍しかったオンラインによる監視作業で徹底した予防保守を行い（希少

性）、顧客の業務停止を防止し（経済的価値）、ビッグデータ解析による最適化に

より他社に対して差別化できているのである（模倣困難）。 

如何であろうか。ＡＩを利用するというのは、ＡＩというツールを導入するこ

とではなく、自社が持っている社内資源で市場価値を創出し、他社に対して差別

化していくという、外からは見えない価値創造であるということがお分かりいた

だけたろうか。アイデア次第なのである。だから、中小企業といえども、アイデ

ア次第で市場に対して優位に自社の地位を確立することが可能になるのである。 

 

４-9．企業における差別化戦略とは 

一般に経営学では、差別化を２つの要素で表現している。１つは個々の製品や

サービスでの差別化であり、もう一つは事業システム（ビジネスシステム）によ

る差別化である。 

一つ目の差別化は、製品やサービスのレベルという顧客との接点に於いて、競

争者との間に違いを作り出すことで競争優位を確保することである。この差別化
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では、製品差別化、価格差別化、サービス差別化、ブランド差別化の４つのパタ

ーンがあると教えている。 

もう一つは、企業が顧客に対して製品やサービスを届けるまでの取引を基盤と

した仕組みによる差別化である。原材料調達の仕組み、生産の仕組み、物流と販

売の仕組み、アフターサービスの仕組みなどを基盤とする差別化である。すでに

有名になってはいるが、トヨタのカンバン方式などは、その典型例である。 

ＡＩをビジネスに応用することは、この後者の「ビジネスの仕組みによる差別

化」なのである。前述した、ＧＥのＰＲＥＤＩＸでも三浦工業のボイラー遠隔診

断と最適化でも、ビッグデータから顧客の最適化同条件を抽出・解析し、サービ

スとして提供することによってフィーをいただくという「仕組み」そのものが、

差別化の原動力なのである。 

 

４-10．ＡＩを導入・利用する上での最大の効果、「自らが業務改革者」 

ディープラーニングを応用した画像処理は、非常に広範囲な応用と活用が期待

されていて、新しい産業革命と言われている。社会的に大きなインパクトをあた

えることは間違いないと考えられている。 

しかしながら、ＡＩの導入の効果について、現状ではメーカーが主体であるた

め、一つの議論が置き去りにされている。それは、ＡＩの適用は「アイデア次第」

でいかなる分野にも適用が可能である、という点である。つまり、一つのアイデ

アに基づいて業務改善がなされると、「それならば別の業務への応用ができるの

ではないか」と従業員が考え出すのである。「自らが業務改革者」となるのであ

る。この点が、従来のソフト導入と異なる点である。自らのアイデアで業務改善

ができるのだと気づけばモチベーションが上がり、前向きに考えだす会社に変身

できるのである。 

実は、この事がＡＩ導入の最大の財産なのである。従業員が前向きに考え出す

と、会社全体が明るくなり、取引先にも好印象を与える事が出来る。そういう会

社と取引したいと考える会社が増えてくる。この事を大いに期待したいのである。 
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５．ITC はＡＩ1を通して中小企業に対して何をすべきか 

5-1. 中小企業に AI が求められる背景 

我が国経済の未来への投資の拡大に向けた成長戦略と構造改革の加速化について

審議する内閣府の未来投資会議にて、平成 30 年 6 月 15 日に閣議決定された「未来

投資戦略 2018 ―Society 5.0 データ駆動型社会への変革―」では、第４次産業革命

技術がもたらす変化／新たな展開として、 

① 「生活」「産業」が変わる 

②  経済活動の「糧」が変わる 

③ 「行政」「インフラ」が変わる 

④ 「地域」「コミュニティ」「中小企業」が変わる 

⑤ 「人材」が変わる 

とし、地域の中小企業については、豊富なデータと、５G などの活用により、山間

地域においても日本中・世界中の知識集約型の企業や大学・研究機関とコラボレー

ションが可能になり、地域発のイノベーションと付加価値の高い雇用の場が拡大す

るとしている。 

また、「中小・小規模事業者の生産性革命の更なる強化」として、「IT・ロボット

導入の強力な推進」をあげ、これらを推進するための基盤整備づくりとして、デー

タ駆動型社会の共通インフラの整備と、大胆な規制・制度改革を行うとしている。 

この政策の背景には、IT の急速な進化によりもたらされた、コンピュータの利用、

インターネットの普及に続く大きな情報革新がある。その情報革新が産業社会にお

ける競争力の基本構造を大きく変えてしまうため、既存のビジネスのやり方に固執

していては、主要産業もこの変化に対応することができず、国際的競争力は大きく

低下するおそれがあるとしている。上記の未来投資戦略により、我が国の経済構造

が大きく変化しようとしており、中小企業を取り巻く環境も大きく変化することに

なることは容易に推察できる。 

そのため、中小企業はその変化への対応を余儀なくされることは避けられないと

思われる。具体的には、サプライチェーンの各工程間の取引情報等をビッグデータ

化することにより新たなビジネスモデルを創出する、などを目的にして企業間デー

タ連携・共有が促進される。もっとも、これまでにもサプライチェーンのあるべき

姿として論じられてきたことではあるが、テクノロジの進化により、その実現性が

高まったとみるべきであろう。よって、サプライチェーンの一角を担う中小企業に

おいても、自らの強みに集中しつつ、他企業と連携することなどを通じてエコシス

                                                  
1 本章にて用いる「AI」は、いわゆる機械学習のような技術的側面のみならず、ビジネス

面に影響を及ぼす新たなテクノロジといった概念的な意味合いも含んでいることにご留意

願いたい。 



 - 28 
 

テムを形成する一員になる努力が求められる。 

AI や IoT はこの中核となる技術であり、中小企業においてはこれまでの IT のよ

うに「時期尚早」「うちには関係ない」「やりたいけれどお金が、人が、･･･」などと

言ってはいられなくなるのである。 

ITC も第 4 次産業革命による産業社会の変化を認識したうえで中小企業の支援に

当たらなければならない。そのために AI を通じて ITC は何をすべきかについて考

察する。 

5-2. 中小企業にとっての AI  

これまで ITC が身を持って体験してきたように、中小企業が IT を導入する際に

は、資金面、人材面で大きな制約がある。ましてや AI はこれまでの IT よりもさら

に難易度が高いと言わざるを得ず、中小企業への AI 導入においては、資金と人材は

大きな壁になるであろう。また、IT リテラシーも大きく影響するものと思われる。

さらには、産業社会の変革も相まって、中小企業を取り巻く環境はますます多様化

するため、これまでのように中小企業を十把一絡げで論じるのは実現性および実効

性に乏しく、机上の空論になりかねないので注意が必要である。 

5-2-1. 既存ビジネスへの AI 導入 

AI は推論のもとになるデジタル化されたデータがなければ何もできない。人間の

脳はそれまでの経験で得た暗黙知の中から新たな知恵を導き出すことが出来るが、

現時点の AI ではそうはいかない。ビジネスの事象をデジタル化して蓄積する必要が

ある。中堅・大企業であれば、これまでの IT 投資により、業務処理や研究開発など

で多くのデータが蓄積されているため、AI 導入の壁はそれほど高くはなく、むしろ、

AI を活用することができる人材の確保が課題になるものと思われる。 

一方、中小企業においては、業務処理への IT 導入がある程度すすんでいる企業も

あるが、販路拡大と称してインターネット上にホームページを開設したり、パソコ

ンを使うのがやっとという企業の方が多いのではないだろうか。このような企業に

おいてはデジタル化されたデータが蓄積されておらず、AI の活用には大きな壁とな

るであろう。 

AI は第 4 次産業革命の核となるテクノロジのひとつである。一世代前の第３次産

業革命で注目された「IT 革命」の成果を使いこなすのに悪戦苦闘しているような中

小企業が AI を取り入れるのはまだまだ先の話ではないかと考えている。第 3 次産業

革命においては、それまで手作業で行っていた業務を、コンピュータを使って効率

化し自動化することであった。そこでは、より効率化するために、さらにはより自

動化するために、コンピュータに蓄積されたデータを、人間が分析し、見える化す

ることによって改善を繰り返してきた、いわゆるビジネスインテリジェンス（BI）

の時代であった。 
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第 4 次産業革命は、さらに広範囲なデータを大量に蓄積し、これを「機械学習」で

分析すれば、人間には気づけなかった規則性や関係性を見つけ出すことができるように

なる。それにもとづいてより最適化されたやり方を自ら生成し、判断・実行することが

できるようになる。つまり、自動化から自律化である。これが第 4 次産業革命における

AI の果たすべき役割である。よって、ビジネスへの AI の適用は、第 3 次産業革命の成

果を前提に考えるのが本筋ではないかと考えている。 

この点を踏まえて、中小企業における AI の導入について考察すると、まずは中小

企業の第 3 次産業革命による成果の実態を把握する必要があるのではないかと考え

る。第 3 次産業革命の IT を使いこなすのに悪戦苦闘している企業においては、デー

タの蓄積のみならず、それを使いこなすスキルの習得にも多くの資金と時間をつぎ

込む必要があるからだ。 

話は横道にそれるが、IoT はデジタル化されたデータを蓄積するための仕組みと言

っても過言ではない。デジタル化されたデータの蓄積がない中小企業においては、

まずは IoT によるプロセスのデジタル化を検討すべきであろう。そうすることで、

AI 導入の時期を遅らせることにより、AI の機能面やサービス面での質的向上とコモ

ディティ化による導入コストの低下が期待できる。 

すでにデータが蓄積されている企業においては AI 導入の検討が可能であるが、既

存ビジネスに対する AI 導入の効果は業種業態によって異なるものと思われる。現在

の AI の実用化に関しては、「特化型人工知能（弱い AI）」の実用性を高め、適用分野を

広げる取り組みが主流となっている。すでに製品化されているものもあるため、この分

野においてはコモディティ化によるノウハウの共有とコストの低下が早々に進むと思わ

れる。よって、まずは「特化型人工知能」の導入を検討することが現実的ではないかと

思われるが、いずれにしてもコストと人材の確保が大きな課題になることが予想される。

そのため、現時点においては、自社における AI の適用分野をある程度絞り込んだ上で調

査研究を行い、PoC (Proof of Concept）を通じて学習し、実用性を見極めてから導入を

検討するのが望ましいのではないかと考える。 

具体的な例として、経済産業省の「第四次産業革命に挑戦する中堅・中小企業への支

援施策」としてすすめられている「スマートものづくり応援隊事業」があげられる。中

小企業の生産性向上には、IoT・ロボットの活用が重要であるが、他方、中小企業にとっ

ては、 IoT・ロボットなど技術の説明よりも、自社の課題の解決、つまり、業務をどう

改善するか、その際、技術をどう活用すればよいか、についてのアドバイスが求められ

ている、という現実を踏まえ、2016 年から中小製造業が相談できる「スマートものづく

り応援隊」の整備を開始している。同応援隊では、カイゼン、IoT・ロボット導入等に精

通した中小企業支援人材を育成・派遣し、個別の中小企業の課題に応じた改善策や技術

を「伴走型」でアドバイスしている。この「スマートものづくり応援隊」の支援団体と

して、ITCA が名前を連ねている。 
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既存ビジネスへの AI 導入において ITC に求められることは、手段としての AI、たと

えばスマートマシンなど、に関する知識と経験をもとにした、課題解決や業務改善のア

ドバイスであろう。 

5-2-2. 新規ビジネスへの AI 導入 

中小企業における AI を考えるうえでもうひとつ考えなければならないことがあ

る。AI の導入においては中小企業自らが試行錯誤による「学習」が必要になるとい

うことである。そのため、これまでの IT 導入のように専門家に丸投げするというわ

けにはいかなくなる。既存のビジネスに AI を導入しようとすると、試行錯誤により

既存ビジネスへの適用を模索することになり、既存ビジネスへの影響は避けられず、

AI 適用による成果をあげるまでにそれなりの資金と時間を要するものと思われる。 

しかし、新たなビジネスの創出に AI を適用するのであれば、試行錯誤は当然のこ

とであり、もちろん難易度は高いものの、資金面において、壁はそれほど高くない

のではないかと思われる。インターネット上に散在している様々なデータを低コス

トで収集することができるため、AI を使った市場分析などが可能になる。また、同

じくインターネット上で提供されている AI サービスをつかうことで、PoC を低コス

トで行うことができる。これまでは資金に余裕のある大企業でしかできなかったこ

とが中小企業でもできる環境が整いつつある。試行錯誤による学習とノウハウの蓄

積が可能となるので、自社の強みを生かした新たなビジネスをスタートアップでき

る可能性が高まるのではないかと考えている。 

この分野における中小企業経営者の関心は高く、ITC への期待も大きいのではな

いかと思われる。AI に関する知識と経験が乏しい ITC でもチャレンジできる分野で

はないだろうか。経営と IT の橋渡し役である ITC にとって、その力を発揮しやす

い分野ではないかと考えている。 

5-2-3. AI 導入において留意すべきこと 

AI が産業利用可能な技術として近年急速に発展・普及してきたため、AI を利用

したソフトウェアについて、次のような課題が指摘されている。 

① AI の特性を当事者が理解していないこと 

② AI を利用したソフトウェアについての権利関係・責任関係等の法律関係が不

明確であること 

③ ユーザが AI の開発を依頼する専門家に提供するデータに高い経済的価値や秘

密性がある場合があること 

また、AI の技術的な側面を見ると、機械学習の基本技術思想はデータから結論を

推論する帰納的なものであり、従来型の演繹的なソフトウェアの基本技術思想と根

本的に異なっている。この違いから生じる AI を利用したソフトウェアの開発は、
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従来型のソフトウェア開発と比較して、次のような性質があることを指摘できる。 

① 学習モデル2の内容・性能等が契約締結時に不明瞭な場合が多いこと 

② その内容・性能等が学習用データに依存すること 

③ その生成に際して特にノウハウの重要性が高いこと 

特に中小企業が着目すべきはノウハウの重要性であると考えている。AI を使った

開発における学習モデルの生成においては帰納的アプローチをとるため、従来の演

繹的な開発手法と比較した場合に、相対的に試行錯誤を繰り返すことが多くなる。

そのような試行錯誤の過程においては暗黙知としてのノウハウの集積が生じやすく、

かつ、ノウハウは類似の開発に際して応用可能であることが多い。経営資源の乏し

い中小企業においては、このノウハウの蓄積こそが重要な経営資源となりうる。ま

た、AI に関するノウハウは特許法上の発明の対象になる場合もあるものと思われる。

このような事情から中小企業におけるノウハウの重要性は高いと考えられる。 

また、帰納的に推論を行う AI を利用したソフトウェア開発においては、開発初

期段階で成果物を確定的に予測することが、演繹的に推論を行う従来型のソフトウ

ェアの開発と比較すると難しく、開発を依頼する専門家との間で認識にずれが生じ

やすいことも、ITC としては考慮すべき点であろう。 

5-2-4. 経営者の関与 

中小企業の AI を考えるうえで最も重要なのが、なぜ AI を使うのか、その目的を

明確にしておかないと成果にはつながらないということである。もっとも、このこ

とは従来の IT でもいえることではあるのだが、AI の活用においては、企画立案お

よび実行のできる人材を試行錯誤の中から育成することが必須となる。また、経営

者自ら AI と経営の両面に通じリーダーシップを発揮していく必要がある。そのため、

あらかじめ AI を使う目的を明確にしておくことが求められる。 

5-3. ITC は何をすべきか   

5-3-1. ITC の使命 

AI の積極的な活用が事業戦略上不可避であるとの認識は産業界に広まりつつある。

しかし、何をすればいいのか、どのように取り組めばいいのか、中小企業の経営者

はまだ答えを持っていない。 

「AI でうちも何かできないだろうか？」「我が社もデジタル・トランスフォーメ

ーションに取り組んでいきたい。」「AI で攻めの経営に取り組まなきゃいけない。」

などなど。中小企業の経営者からこのような相談を受けた ITC であるあなたはどの

ように答えるのだろうか。たとえば「早速ワトソンを検討してみましょう」などと

                                                  
2 学習用データの中から一定の規則を見出し、その規則を表現した推論モデルのこと 
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答えてはいないだろうか。 

ITC の使命は、常に経営者の立場に立って経営と IT の橋渡しを行い、戦略的情報

化を支援することである。AI を使うことが目的ではなく、何らかの課題を解決した

り、新しいビジネスニーズを満たしたりすることが目的のはずである。その目的を

はっきりさせないままに、「手段」である AI を使うことが目的になっては本末転倒

である。これまでの IT と同様、AI においても同じである。 

確かに、AI はこれまでの常識を大きく変えようとしている。これまでにできなか

ったことができるようになる。よって、手段としての AI に着目するのは仕方がない

ことなのかもしれない。しかし、だからこそ、ITC は、AI の可能性やビジネスへの

影響を正しく理解し、中小企業における新たな可能性を考えなければならないので

はないだろうか。 

中小企業の課題は何か。どうすればその課題を解決できるか。そのための最善の

手段は何か。その最善の手段を考えるとき、過去の常識やこれまでの経験に加えて

AI を選択肢とする。その結果として AI がうまくいくのだということを忘れてはな

らない。 

5-3-2. ITC に期待されること 

「5-1. 中小企業に AI が求められる背景」にて述べた「「Society 5.0 データ駆動

型社会への変革」の本質は、合理化や生産性向上のためのシステム開発でもなけれ

ば、AI や IoT を駆使して単に新しいデジタル・ビジネスを作ることでもない。AI

や IoT などの新たなテクノロジを活かして、経営や事業のあり方を根本的に変えて

しまうことである。よって、中小企業の経営者は、経営と IT の橋渡し役である ITC

に対して、何をどのように変えてゆけばいいのかを、経営や事業に踏み込んで一緒

に考えてくれて、急速に進化しているテクノロジに関する知見に基づいたアドバイ

スをしてくれることを期待するであろう。 

ITC がその期待に応えるためには、支援する中小企業の業務や経営を深く考察し、

最適な AI の手法やサービスなどを目利きし、「あるべき姿」を描くことができなく

てはならない。自らはサポート役の立場をとるコンサルティングではこのような中

小企業経営者の期待に応えることはできない。よって、ITC には、第 4 次産業革命

による産業界における変革やテクノロジのトレンドを先読みする力と、AI に関する

幅広い知識と経験、たとえば技術的な知識だけでなく AI を使ったソフトウェアの開

発やデータ利用に関する契約の知識などの蓄積が必要になる。 

これまでの IT とは異なり、技術としての AI には帰納的な側面があることを考え

ると、試行錯誤を繰り返しながら学習していくことになるであろう。よって、失敗

を積極的に許容し、試行錯誤を進めていくような挑戦意欲のある経営者と共に、ITC

自身も学びつつ支援することが必要になるであろう。 
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5-3-3. ITC にもトランスフォーメーションが必要 

テクノロジの進化はめまぐるしく、加速度を増している。だからこそ、それをわ

かりやすく伝え、クライアントのビジネス価値にどのように貢献できるかを伝えて

ゆくことは、経営と IT の橋渡しを使命としている ITC の責務であろう。その自覚

こそが、ITC 自らの知識やスキルを高める原動力になるはずである。 

もちろん、テクノロジの進化の全てを詳しく知っている必要はない。せめて、そ

れらのキーワードがなぜ注目され、いままでできなかった何をできるようにし、ど

のような価値を産み出すのかといった知識は、ITC が常識として持つべきことでる。

できれば、クライアントの知りたいキーワードだけでなく、その周辺も含めて全体

の関係や今後の傾向についても語ることができるようになるべきであろう。 

中小企業を取り巻く環境は「Society 5.0 データ駆動型社会への変革」の中にあ

り、デジタル・トランスフォーメーションが求められている。よって、その中小企

業を支援する ITC にも変化が求められるのは当然のことである。変化が早いので追

いつけないというのは言い訳でしかない。そもそも変化のなかった時代などこれま

でもなかったしこれからもないのである。テクノロジの変化を知り、それを理解し、

さらにクライアントが理解できる言葉に翻訳して伝えることが、中小企業を次のス

テージに導くことにつながる。 

中小企業の IT リテラシーの低さに甘んじることなく、国が進める「Society 5.0 

データ駆動型社会への変革」の実現を支援すべく、目線を上げて、ITC 自らがトラ

ンスフォーメーションしなければならない時に来ているのではないか。IPA も、第 4

次産業革命に向けて求められる新たな領域の“学び直し”の指針を策定している。

ITC にも学び直しが必要である。 

 

 

参考資料： 

１．「未来投資戦略 2018」（内閣官房日本経済再生総合事務局） 

２．「第四次産業革命に挑戦する中堅・中小企業への支援施策）」（経済産業省）  

３．「産業構造審議会商務流通情報分科会情報経済小委員会中間取りまとめ」（経済産業省） 

４．「インテリジェント化が加速する ICT の未来像に関する研究会 報告書」（総務省）． 
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６．中小企業に役立つAIの未来に何を期待すべきか 

 中小企業には、活かされていないデータが山ほどあると思われる。そして、良質の情

報を大量にAIに分析させれば、経営をサポートできそうである。 

 前章で述べたように、私達ITCが行う支援は「経営とITの橋渡し」であるため、短絡

的にAIを活用すれば宜しいと云う訳ではないが、逆に解決策として活用しない手はなさ

そうである。 

 AIは、過去の情報を分析することは得意である。経営判断に使うグラフや数値の分析

を任せるとか、財務分析をさせるのには適しているはずだ。AIの強みを活かして数値を

分析させて、その結果に人間がフィードバックすれば、AIも学習して提案のレベルも高

くなる可能性がある。また、自社環境であれば、数値化できるものも多いと思われる。 

 AIは万能ではない。しかし、個別の分野では人を凌駕する力を発揮している。私たち

ITCは、AIが得意とすることと苦手とすることを十分理解して、活用する場面を選ぶ必

要がある。 いわゆる「適材適所」に近い考え方と思われる。 

経営全般を判断する場面では汎用性が高く、現時点のAIでは経営判断は困難である。

しかし、経営をサポートするための分析や情報提供という面では、AIを使うことが可能

になっている。近い将来には、人が長い時間をかけて経営資料を作る場面から解放され、

経営者や幹部は経営戦略を考えることに集中できる日がやって来るはずである。 

今後の動向に大いに期待したいと思われる。  

最後に、本論文が読者諸兄の役に立てれば幸いである。 

 

以上 

 

 

 

 

参考資料： 

１．「人工知能の理解を深める本」（和多田作一郎著、実務教育出版） 

２．「経営学概論」（山田幸三著、放送大学教育振興会） 

３．「データ分析のための機械学習入門」（橋本泰一著、ＳＢクリエイティブ㈱） 

４．「Google Cloud Platform ではじめる機械学習と深層学習」（吉川隼人著、リックテレコム） 

５．「中小企業が IoT をやってみた」（日刊工業新聞社） 

６．「IoT の衝撃」（DIAMOND ハーバード・ビジネス・レビュー編集部） 

７．「未来投資戦略 2018」（内閣官房日本経済再生総合事務局） 

８．「第四次産業革命に挑戦する中堅・中小企業への支援施策）」（経済産業省）  

９．「産業構造審議会商務流通情報分科会情報経済小委員会中間取りまとめ」（経済産業省） 

10．「インテリジェント化が加速する ICT の未来像に関する研究会 報告書」（総務省）． 
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11.「未来投資戦略 2018」（内閣官房日本経済再生総合事務局） 

12．「第四次産業革命に挑戦する中堅・中小企業への支援施策）」（経済産業省）  

13．「産業構造審議会商務流通情報分科会情報経済小委員会中間取りまとめ」 

（経済産業省） 

14．「インテリジェント化が加速する ICT の未来像に関する研究会 報告書」（総務省）． 
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 別紙 

 

ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（１） 

領 域 人工知能の機能 

テーマ 機能分野 

質問 巷ではＡＩ（人工知能）の活用が盛んに言われていますが、ＡＩというものは

そもそも何をするものなのでしょうか。 

回答 ＡＩというのは、コンピュータのプログラムの１種であり、数多くの処理機能

が提案されていますが、それらは１つのプログラムで全てがカバーされている

わけではありません。総合的な機能の持ち主は、現状では存在しません。ＡＩ

がもつ主な機能を例示します（図 別－１）。 

 

非常にたくさんの機能分野があり、応用分野も多岐にわたっています。 

この様な分類はかなり以前から存在していて、ＡＩ応用分野が大きく変化して

いるということはありませんが、日々新しい研究がなされ、新しいやり方が次々

と提案されています。このような分類は、あくまで現状の公表されている知見

を基にした議論なので、前提が全く覆る可能性もあることはご理解いただきた

いと思います。 

いずれの分野でも企業の中に取り入れて応用できる可能性を秘めております。

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（２） 

領 域 人工知能の機能 

テーマ 情報を処理する機能から見たＡＩ 

質問 機能がたくさんあり過ぎてよく分かりません。実際のところ、どんな処理を行

っているのですか。 

回答 歴史的な経緯があって複数の処理機能があります。初期のＡＩは人間の様な対

応をするために、情報が記憶されている知識ベースから検索をしたり、因果分

析などを行って対応していました。次に登場したのが機械学習という大量デー

タを用いて学習する方法で、これにより利用精度が１桁向上したが、誤差の処

理で限界が発生し、一時下火になりました。この壁を破ったのが深層学習（デ

ィープラーニング）で、データを精度よく分類し、さらに学習データから自律

的に抽象化に該当する概念を生み出し、自分で「答えのありか」を見つけ出し

てしまうまでに発展してきています。 

現在知られているＡＩ処理機能からみた分類を次に示します（図 別－２）。 

 
大きく４つくらいの機能で、ディープラーニングが得意としているのは、デー

タの分類とその応用であるパターン認識と言えます。特に画像処理と音声認

識・構文解析は、自動運転や自動翻訳で広く利用されるようになってきており

ます。 

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（３） 

領 域 導入検討 

テーマ 導入 

質問 ＡＩ導入というのはどこから始めたら良いのでしょうか。 

 

回答 中小企業がＡＩを活用にあたっては、こういう分野から始めなければならない

などというものは存在しません。つまり、どこから始めても良いのです。自社

の業務分野や特徴を考え、必要な分析を行って、まず小さく試行してみて、他

の分野に展開を図るなどの方法をとっても良いのです。 

一気に大掛かりに行う必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（４） 

領 域 導入検討 

テーマ 導入すべき業務分野 

質問 業務分野は沢山あります。導入するにあたって、どの様に考えたら宜しいでし

ょうか。 

回答 情報を数値でとらえることができる分野は大量データがあっても、機械学習に

より統計的手法で解析でき、埋もれているルールを発見できる可能性がありま

す。ＢＩツールを利用するのが手っ取り早いのですが、中小企業ではコストの

問題が発生します。コスト的見通しがあるのであれば、ルール発見により業務

の進め方の改善が期待できます。 

それ以外の多くの文字で記録された文書類は数量化が出来ず、使用済みの場合

は倉庫に眠っていると思われます。この眠っている文書類がＡＩ深層学習の処

理の対象であり、注目すべき点なのです。 

ＢＩが担当すべき範囲とＡＩが担当すべき範囲を以下に例示します（図４－１

に同じ）。 

 
 

 

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（５） 

領 域 導入検討 

テーマ ディープラーニング（深層学習）の価値 

質問 最近、ディープラーニングという言葉をよく聞きます。どのようなもので、ど

の様な価値があるのでしょうか。 

 

回答 ディープラーニングというのは、それまであった機械学習を改良して作成され

たプログラムで、分類上は機械学習の１種です。 

機械学習とは言っても関数処理なので誤差が発生しますが、その出力で確認で

きる誤差を予め情報の入力に向かって配分していきます。それによって精度が

上がったのですが、精度向上を狙って階層を多くした結果、限界が生じて、逆

に精度が悪くなりました。 

誤差の配分方法や情報の通る経路を見直した結果、精度が上がりました。さら

に、情報を大量に入力して学習させることにより、精度良く学習できるように

なりました。これがディープラーニングです。 

ディープラーニングは特に写真や音声入力で威力を発揮します。一番大きな機

能は「識別」です。画像の中から特定の部分、例えば「顏」とか「手」とかを

識別できますし、特定の「個体」や「建物」などを識別することができます。

次のような例が報告されています。 

・顔認識：これにより防犯カメラなどから、特定の人間の行動を割り出すこと

ができるようになりました。社員の顔認識、出入りする人の顔認識など、応用

は無限に広がっています。 

・形状認識：農園で、野菜についた昆虫（害虫）を発見する、野菜類の形状不

良（虫食い）等を発見する、製品の品質検査のうち、見て判断するものを写真

で形状不良の判断をする、等の応用例が報告され、今後とも応用が一番広がる

ことが期待される機能です。 

・人間識別：野球場に設置されたカメラで、野手やランナーを識別し、その動

きを記録して解析することにより、動線を改良して打球のヒットとなる確率を

抑えたり、ランナーの進塁を阻止したりできるようになりました。 

 

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（６） 

領 域 利用上の注意点 

テーマ 利用上の問題点 

質問 ＡＩを導入にあたって、注意すべきこと、問題となりそうな点にはどの様なも

のがありますか。 

 

回答 ＡＩが持てはやされ期待され活用されるのは良い事ですが、中身は統計処理な

どと同様の関数処理です。統計処理に誤差が付きまとうように、関数処理であ

る以上、ＡＩ処理にも誤差が付きまとうという事を認識しなければなりませ

ん。初期のＡＩ処理からみるとかなり改善されてきてはいますが、ゼロになっ

ていないので、まるまる信用するわけにはいかないのです。 

つまりＡＩによる処理の結果や証拠能力に関しては、一定の確率で「嘘をつく」

可能性があるということです。従って、証拠となるには「裏付け」を自己責任

で準備しなければなりません。「ＡＩがそのように言っております」では駄目

なのです。 

多くの人が良い面ばかりを強調してはいますが、筆者の様に長年データ解析に

携わってきた者からしますと、極めて危うい点と同居しているように見えるの

です。この点をわきまえながら、ＡＩを大いに活用していただけることを願っ

ております。 
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（７） 

領 域 利用上の注意点 

テーマ ＡＩ用のビッグデータ 

質問 ＡＩを利用したいのですが、ビッグデータなどは蓄積しておりません。それで

も利用することは可能でしょうか。 

 

回答 ビッグデータをそろえるには時間がかかり、作業的にも大変になります。小規

模事業者ではなかなか大変な作業です。 

それを回避する一つの方法として、ＡＩの教師無し学習の中の「敵対的生成ネ

ットワーク（英名Generative adversarial networks、略称: GANs）」を利用す

ることです。アルファ碁が強くなったのもこの手法を利用しているからです。

GANsは生成ネットワーク（generator）と識別ネットワーク（discriminator）

の2つのネットワークから構成されます。例として画像生成を目的とするな

ら生成側がイメージを出力し、識別側がその正否を判定します。生成側は

識別側を欺こうと学習し、識別側はより正確に識別しようと学習します。

このように2つのネットワークが相反した目的のもとに学習するものです。

この様子があたかも戦っているように見える事から敵対的と呼称されるよ

うになっています（この段落は、ウィキペディアから引用修正）。 

囲碁や将棋の様な対立するゲームでは、簡単に実現することができます。ＧＡ

Ｎｓは、対戦者がともにＡＩで、ＡＩ同士が対戦することによって、その経験

が蓄積・修正されることによって、強くなっていくというものです。 

このように、対立する２つのネットワークを想定することが出来れば、学習済

みＡＩネットワークを作成することができます。 

注意すべき点は、これが「科学」ではない事です。従って、証拠（エビデンス）

を要求される分野には適用はできません。 

 

 

 

 

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（８－１） 

領 域 利用上の注意点 

テーマ ＡＩサービス 

質問 ＡＩを利用するにあたって、具体的にサービスを提供している会社にはどの様

な会社や製品がありますか。 

 

回答 以下に主なサービスを列挙します。 

◇画像処理 

 ＳＭＡＲＴ ＦＡＳＨＯＮ（㈱ＢＡＰ） 

【画像解析AI・人工知能が試着にかかるスペースや時間を大幅に節約】 

https://ai-products.net/product/image-recognition-smart-fashion/ 

 ＶｉｓｉｏｎＰｏｓｅ（㈱ネクストシステム） 

【WEB カメラだけで実現できる、高精度 AI 骨格検出システム】 

https://www.next-system.com/visionpose 

 ＦＥＥＤＥＲ（㈱エムティーアイ） 

 【AI を活用した領収書読み取りアプリ『FEEDER（フィーダー）』】 

 https://www.mti.co.jp/?p=22611 

 

◇Ｗａｔｓｏｎ活用 

 ＡＩ Ｌｏｇ（エス・アンド・アイ株） 

 【Watson の活用でコンタクトセンターにおける「応対品質管理業務」を効率化】

 https://sandi.jp/news/181121_ailog.html 

 KnowledgeDiscovery（エス・アンド・アイ㈱） 

 【カスタマーサービスのノウハウ/ナレッジを有効活用】 

 https://sandi.jp/sandiai/kd 

 ｈｉｔＴＯ（㈱ジェナ） 

 【AI を活用した自然な対話ができるハイブリッド型 AI チャットボットサービス】

 https://www.jena.ne.jp/ 

 チャットボットソリューションＣＢ１／ＣＢ２（ＮＤＩソリューションズ）

 【問合せ業務を中心に社内外での業務に活用いただける法人向けチャットボット】

 https://www.ndisol.jp/solutions/advanced_technology/cb.html 

備 考  
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ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（８－２） 

領 域 利用上の注意点 

テーマ ＡＩサービス 

回答 

続き 

◇ＲＰＡ 

 ＲｏｂｏｔｉｃＣｒｏｗｄ（㈱チュートリアル） 

【「クラウド型SaaS RPA」～インストール不要・高い拡張性・充実のサポート体制】

https://eiicon.net/companies/9269 

 ＢｉｚｔｅＸｃｏｂｉｔ（Biztex㈱） 

 【定型業務を指示することでワンクリックで代行してくれるデジタルロボット】

 https://service.biztex.co.jp/ 

 

◇業務自動化支援 

 ｘｅｎｏＢｒａｉｎ（㈱xenodata lab.） 

 【人工知能で経済の未来を先取りする分析プラットホーム】 

 https://www.xenodata-lab.com/ 

 ライブ通訳（㈱ビジュアルワークス） 

 【タブレット・スマートフォンなどから利用可能な多言語リアルタイム映像通訳サービス】

 http://visualworks.co.jp/release_livetsuuyaku/ 

 ＯｐＡＩ（㈱インテリジェントウェイブ） 

 【曖昧な自然言語を処理し、言葉や質問の趣旨を理解し、変換して検索システムに渡す】 

 https://www.iwi.co.jp/product/detail/opai.html 

 

◇マーケティング支援 

 セールスマネージャーＬｉｎｙ（ソーシャルデータバンク㈱） 

 【LINE＠を使った顧客管理や販促マーケティングツール】 

 https://line-sm.com/ 

 アクティブコア マーケティングクラウド（㈱アクティブコア） 

 【ＡＩ標準装備の新世代マーケティングオートメーションツール】 

 https://www.activecore.jp/marketing-cloud/about-marketing-cloud/ 

 

備 考  

 



 - 45 
 

 

ＡＩ利用のための  Ｑ＆Ａ（９） 

領 域 利用上の注意点 

テーマ ＢＩ（ビジネスインテリジェンス）サービス 

質問 ＢＩを利用するにあたって、具体的にサービスを提供している会社にはどの様

な会社や製品がありますか。 

 

回答 ＢＩツールは１９７０年代から存在する業務データの分析ツールで、多数の製

品があります。ＯＬＡＰや多次元分析をＷｅｂ上で実行でき、対話形式で簡単

に分析できるツールとして利用されています。主な製品を以下に示します。 

◇ＢＩ（ビジネスインテリジェンス） 

 Ｔａｂｌｅａｕ（タブローソフトウェア） 

【誰でも簡単に使えるビジュアル分析ソフト制】 

https://www.tableau.com/ja-jp 

 ＯｒａｃｌｅＢＩ（オラクル） 

 【Web を基軸としたエンタープライズ分析を行うための分析・レポーティング基盤】

 https://www.oracle.com/jp/cloud/paas/bicloud/overview/ 

 ＱｌｉｃｋＶｉｅｗ（クリックビュー） 

 【豊富なビジュアライゼーションと分析機能を備えたガイデッド・アナリティクス】

 https://it-trend.jp/ 

 ＤａｔａＫｎｏｗｌｅｄｇｅ（㈱クロスユーアイエス） 

 【多彩な分析レポートで「経営の見える化」を促進】 

 https://www.dataknowledge.jp/ 

 Ｙｅｌｌｏｗｆｉｎ（イエローフィン） 

 【インサイトを発見し、共有する方法を変える BI と分析製品の強力なスイート】

 https://yellowfin.co.jp/ 

 

 

 

 

 

備 考  

 

 

 


